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重点施策３ 生きる力を育む教育の推進 

 

【施策方針】 

○ 児童生徒一人一人の自己実現、いじめ問題の解決及び不登校等への対応 

○ 実践力を高める人権・同和教育の充実 

○ 障がい者理解の推進と合理的配慮の具体的実践及び特別支援教育の充実 

○ 心身を鍛えようとする意欲や態度の育成と健康で安全な生活の習慣化 

○ 災害に負けない心と対応する力を培う防災教育の充実 

○ キャリア教育の充実と主体的に進路を選択することができる能力の育成 

○ ふるさとを愛し、よりよい環境づくりに主体的に取り組む意欲や態度の育成 

 

【実施状況】 

（１）主な施策・事業 

  ①生徒指導 ②人権・同和教育 ③特別支援教育 ④健康・安全教育、防災教育 

⑤キャリア教育 

 

（２）施策・事業の実施状況 

  ① 生徒指導 

３年目となるコロナ下での学校生活について、引き続き児童生徒の心身の健康状態の変

化を早期発見・早期支援していくために、組織としての対応をお願いした。また、スクー

ルカウンセラーやスクールライフアドバイザー・スクールソーシャルワーカーの活用につ

いて情報提供を行い、各校における子どもたちのメンタルヘルス対応のサポートに努めた。 

小・中合同部会を編成し、年２回の研究集会を行った。２回目（７月 26 日）の研究集

会では、小学校部会では「学校のきまり」について、中学校部会では「学校でのジェンダ

ーレス対応」について情報交換を行い、実態に応じた必要な対応内容を明確にするなど実

践的な研修となった。 

毎月、小・中・高の生徒指導主事が会して「学校警察連絡協議会」を開催し、情報交換

を行い児童生徒の健全育成に資する活動を行った。 

いじめ問題の対応については、各学校が定めたいじめ防止基本方針に基づき、いじめの

未然防止、早期発見、早期対応に努めた。特に、いじめの認知については、一層の認知力

の向上を求め、児童生徒一人一人の小さな変化に気付き対処する等、より細やかな初期対

応をお願いした。 

教育委員会では、平成 27 年度に教育支援室を立ち上げ、いじめ・不登校に係る児童生

徒や学校の支援に取り組んだ。令和４年度の主な実績は、学校への訪問（各校年間２回）、

来室相談 111 回､依頼訪問 73 回、電話相談 25回等である。 

「ネットいじめ」や「ネット犯罪」「ゲーム依存（オンライン）」等の深刻化するネット

問題に対して、本市では、いじめ対策委員会が次の提言を「生活のきまり」に掲載し啓発
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を行っている。また、各学校では、児童生徒の実態を把握し、指導の徹底を図っている。 

○ スマートフォンやゲーム機等の安全・安心な利用のための提言（H27.2．26） 

○ 情報通信機器の取扱いに関わる提言(R2.2.27) 

さらに、この課題に関わる研修として、６月 30 日に、児童精神科医の河邉憲太郎氏を

迎えて、ネットやゲーム依存への対応の在り方について、いじめ対策委員会と学校とをつ

ないだハイブリッド型オンライン研修を実施した。 

② 人権・同和教育 

７月 27 日に藪本 舞氏（アルビノ・ドーナツの会）を、８月 25 日に米田孝弘氏（愛

媛県人権対策協議会会長代行）を講師に招いて市の教育推進者研修会が行われ、多数の教

職員が参加し研修を深めた。また、３年ぶりに人権・同和教育研究大会を実施し、部落差

別解消や障がい者の人権等について、参加者が共通理解をもって研修を深めることができ

た。 

市教研の人権・同和教育部会では、小中合同部会として、８月 17 日に八幡浜市ふれあ

いセンターで現地学習会の模擬授業を体験する場を設定し、小学校での部落差別に関する

学習の内容を確認し、協議することで研修を深めた。 

また、令和４年度愛媛県教育委員会人権・同和教育訪問（八代中学校）に参加し、授業

研究を通し、子どもたちの人権意識や差別を解消していこうとする意欲や実践力を高める

ための授業での取組について、研修を深めることができた。 

各学校では、八幡浜市人権教育協議会やブロック人権教育協議会の啓発行事に積極的に

関わるとともに、主体的に参加し研鑽を重ねた。 

③ 特別支援教育 

 教育委員会では、平成 27 年度に立ち上げた教育支援室が、啓発活動や療育支援等の活

動を行った。主な実績は、療育支援として、ソーシャル・スキル・トレーニング４回（56

名）、ミュージックケア３回(22 名）を実施した。相談事業として療育相談６回(12 組）、

電話・来室相談 41 回、依頼訪問 96 回、発達検査 47 回等であった。発達障がい支援アド

バイザーが、児童生徒への適切な支援の在り方について、学校訪問（年間 39 回）を通じ

て、指導や支援を行った。また、教育支援室が、発達障がい児・者の相談窓口となってい

ることから、義務教育の枠を超えた相談、福祉等の機関との連携が増える傾向にある。 

また、各校の特別支援教育コーディネーターに医療・福祉・保健関係者も加えた「特別

支援連携協議会」を年３回開催した｡特別支援教育の充実のために有意義な会議となって

いる。 

その他、二宮啓氏を講師に迎えての発達支援に関する講演会（11 月５日開催、93 名参

加）、学校生活支援員研修会（７月 26 日開催、オンライン・ハイブリッド形式）、年度始

めには新規採用の学校生活支援員研修会（４月１日開催）も実施した。 

④ 健康・安全教育、防災教育 

健康・安全教育については、養護・学校保健部会を中心に、各校での情報を共有しなが

ら、感染予防の徹底、外部機関との連携、子どもの心と体の健康の実態把握等、目まぐる

しく変わる国や県からの通知に沿って迅速に対応した。 
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パソコンやスマホ等を使用するゲーム依存による学校生活への影響は引き続き課題と

なっている。市全体として学校、ＰＴＡ等が連携してこの問題に取り組んでいる。 

通学路における、防犯、交通安全、災害安全等の観点での安全確保のために、学校、地

域、関係機関が一体となり安全対策に取り組むとともに、８月に通学路合同点検を実施し

対策必要箇所の整備を計画的に推進し、その結果を市のホームページに掲載した。また、

令和４年度は本市が愛媛県通学路安全対策事業の指定を受け、取組の一つとして安全対策

の専門家による子どもへの授業や教職員向けの講演会を実施した。 

防犯活動については、各校の見守り隊を中心とした朝夕の見守り活動のほか、青色防犯

パトロールによる巡視を定期的に行った。また、不審者情報について必要に応じ各校、保

護者に周知を行い、注意喚起を呼び掛けた。 

また、食育については、栄養教諭が｢出前授業」を実施し、全市的な推進を行っている。 

防災教育については、南海トラフ地震への対応として、各学校の防災マニュアルの見直

しと充実を図るとともに、マニュアルの概要版を作成し、より効果的なマニュアルの活用

を指導した。また、災害時の引渡しについて、市内共通の引渡票を継続して使用し、引渡

し実施要領の徹底を図った。 

⑤ キャリア教育 

子どもたちが夢を抱き、自ら学ぶ意欲を持ち、社会で生きていく力をつけることがキャ

リア教育で求められている。えひめキャリアパスポートについて各校で具体的な取組を行

い、実践を蓄積している。 

中学校２年生には５日間の職場体験を行った。また、中学生が地域の産業や企業を理解

する機会として 10 社の地元企業と１年生全員が参加する「中学生版の合同会社説明会」

を行った。また、２年生を対象に「中学生と大学生のカタリバ」を開催した。カタリバで

は、八幡浜市ゆかりの愛媛大学の学生と中学生が現在の進路やこれからの夢について語り

合い、中学生が自身のキャリアを具体的に思い描く機会となった。 

 

【事務事業点検評価委員意見】 

〇 一人一人を確実に伸ばす教育を推進することが、将来の夢や目標を描ける児童生徒が増え

ることにつながる。八幡浜市の小・中学校では、全国学力・学習状況調査の質問紙調査にお

いて「将来の夢や目標を持っている」という質問に「当てはまる」又は「どちらかといえば、

当てはまる」と回答した児童生徒の割合が全国よりも高い結果となっている。コロナ下、学

校行事や部活動の縮小などで、こうした意識を高める経験が不足し、全国的には、自己肯定

感や挑戦心、将来の夢や目標があると回答した割合が低い中、本市においては肯定的な回答

が多かったことを誇りたい。これからも、児童生徒が「将来の夢や目標を持っている」と迷

わず回答できるよう、校種間の連携を図りつつ、キャリア教育の推進体制の整備を図り、児

童生徒が社会の変化を乗り越え、高い志や意欲を持つ自立した人間として、未来を切り拓い

ていく力を身に付けることができるよう取り組んでいただきたい。 

〇 生徒指導の積極的な意義を踏まえ、各学校は学校教育活動全体を通じて一人一人の児童生
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徒の人格を尊重し、個性の伸長を図りながら社会的資質や行動力を高めることを目指して生

徒指導を行っており、児童生徒自ら現在及び将来における自己実現を図っていくための自己

指導能力を育成するために、その時、その場でどのような行動が適切であるか自分で考えて、

決めて、実行できるよう導いている。また、市教研の小・中合同生徒指導部会や、毎月開催

されている学校警察連絡協議会において情報交換を行ったり共通理解を深めたりしている。

校種間で児童生徒の実態や指導の在り方などについて理解を深めることは、それぞれの学校

段階の役割を再確認することにつながるとともに、信頼関係を構築する上で極めて有意義で

ある。 

〇 いじめ問題については、各学校が組織としての機能性を高め、早期発見・早期解決に尽力

しており、スクールカウンセラーやスクールライフアドバイザー、スクールソーシャルワー

カー等との連携により、校内生徒指導体制をより強固なものにしている。また、児童生徒や

保護者と真摯に向き合い、相談・連絡を密にし、早期対応を徹底することにより深刻な事態

になる前に対応できている。いじめの認知は、市全体としては少ないが、一人一人の児童生

徒にとって、明るく安心して学べる学校であるためには、認知したいじめを全て解消するこ

とが不可欠である。教育委員会には、今後も、教職員一人一人が危機意識をもっていじめの

未然防止・早期発見・早期解決に取り組むよう指導・助言を継続していただきたい。また、

不登校については、小学校における出現数は少ないが、中学校では登校を渋る生徒が増加傾

向にある。保護者や関係機関との連携を基盤とした支援体制の強化をお願いしたい。 

〇 八幡浜市では、いじめを市全体の問題として捉え、教育委員会にいじめの相談窓口を設け

ており、教育支援室がその役割を担っている。教育支援室は、教育委員会の主要機関として、

専門的な立場から意見を聴き、八幡浜市のいじめ防止等の対策がより実効的なものになるよ

う学校に働きかけている。あわせて学校関係者や外部機関と連携していじめ防止などに関し

ての意見交換や各小・中学校における児童生徒のいじめ問題への対応の在り方などについて

協議し、助言を行っている。また、不登校が続く児童生徒の状況を把握し、児童生徒や学校

支援のために、学校訪問、来室相談などを実施しており、不登校児童生徒が主体的に社会的

自立や学校復帰に向かうよう、児童生徒自身を見守りつつ、不登校のきっかけや継続理由に

応じて、その環境づくりのために適切な支援や働きかけを行っている。さらに、不登校が続

く児童生徒の保護者や、子育てや学校生活に不安や悩みのある保護者の話を傾聴し、じっく

りと時間をかけて相談に乗ることで、心の負担軽減を図っており、そのことが児童生徒の安

定にもつながっている。 

〇 年度当初の市教育研究集会において、「八幡浜市教育委員会教育基本方針」及び「学校教

育の目標・努力点」を基に人権･同和教育の方向性について共通理解を図り、市内統一して

実践を積み重ねていくことを確認している。また、校長会や教頭会、人権・同和教育主任研

修会において、教育委員会や人権啓発課から人間尊重の精神を全ての教育活動の基盤に置

き、学校経営に取り組むよう指導助言をいただいている。教職員の人権・同和教育観の確立

においては、人権・同和教育推進者研修会や市人権・同和教育研究大会、八代中学校が指定

校となった県教育委員会人権・同和教育訪問などへの積極的な参加により、部落差別解消や
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障がいのある人への合理的配慮、インターネット上の人権侵害への対応等について、共通理

解をもって研鑽を重ねるとともに、それぞれの学校の実践が広められ、取組の共通化が図ら

れている。保護者啓発については、人権・同和教育主任研修会において、同和問題をはじめ

とする様々な人権問題の解決について理解が深まるように、市内で意識統一して取り組むこ

とを確認しており、各学校や各ブロックにおいて保護者や地域住民の実態に基づき、同和問

題学習や人権・同和教育の視点に立った人権・同和教育参観日、保護者学習会や人権・同和

教育講演会等が開催されている。今後も、学校教育と社会教育の連携を深め、あらゆる場を

通して人権問題の解決を図る推進体制づくりに努めていただきたい。 

〇 各学校においては、特別支援教育コーディネーターを中心に支援が必要な児童生徒を含め

た全ての児童生徒が生き生きと活動することができる学級経営の在り方やユニバーサルデ

ザインの考えを取り入れた授業づくりについて研修を深めており、市全体としては、特別支

援教育部会が中心となり、児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた指導・支援の充実につ

いて研究が進んでいる。また、「ブロックなかよし交流会」や、「小・中合同学習発表会」を

開催することにより、児童生徒の交流が広がり、一人一人のよさが引き出されている。 

〇 教育委員会指導の下、各学校では、家庭・地域・関係機関との連携による地域ぐるみの取

組による児童生徒の安全強化に努めている。防災については、年度当初に防災マニュアルの

見直しを図り、非常変災時の対応等について学校のホームページで公開している。また、こ

れまで学校ごとに実施していた防災訓練や防災教育を、校種間で協力するとともに地域を巻

き込んでの活動に高めることができている。通学路については、教職員、保護者、児童生徒、

地域の住民による多くの視点で通学路点検が実施されており、学校から報告のあった改善要

望箇所を、教育委員会や警察と一緒に合同点検を実施し、対応できるものは速やかに対応し

ている。防犯については、愛媛県警察本部より青少年センターに報告された不審者情報につ

いて、市内小・中学校等に速やかに配信しており、児童生徒の被害を未然に防止することを

第一に、教職員が通学路の安全を確認したり、教職員・保護者の付き添いで集団下校をした

りしている。新型コロナウイルス感染症等の予防については、各学校における日頃の感染予

防対策が定着し、学校の新しい生活様式の下、各教科における感染症対策も講じた上で、様々

な教育活動が実施されている。また、新型コロナウイルス感染症に対する教職員の危機管理

意識も向上している。 

〇 本市では、ふるさと教育と関連付けたキャリア教育を重要視し、学校ごとに特色あるキャ

リア教育が実施されており、教育委員会には、特別活動や総合的な学習の時間の指導につい

て、学校訪問や教科外部会等の教職員研修において実践例を交えた具体的な指導・助言をい

ただいている。また、平成 30 年度から市教研教科外部会に加わったキャリア教育部会が中

心となり、家庭や地域、自然や社会との関わりを意識した小・中連携の在り方やえひめキャ

リアパスポートの活用と校種間の円滑な引継ぎになどに関して研修を深めている。キャリア

教育の推進に当たっては、学校等の教育関係者と家庭や地域、社会や産業界の関係者が連

携・協働し、互いにそれぞれの役割を認識しながら、一体となって取組を進めることが重要

である。教育委員会には、社会全体でキャリア教育を推進していこうとする気運が高まるよ
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う、引き続き多方面への働きかけをお願いしたい。 

 

【自己評価】 

○ 「一人一人を確実に伸ばす教育を推進することが、将来の夢や目標を描ける児童生徒が増

えることにつながる」という評価は、教育委員会として力を入れて取り組んできたことであ

り、大変ありがたく受け止めている。今後も、児童生徒の個別のニーズに応じた教育を行っ

ていきたい。 

○ 児童生徒の将来の夢や目標への意識向上を図るために、学校内外での行事やワークショッ

プの充実を計画している。また、キャリア教育の一環として、職場体験活動や進路相談の機

会をより充実させ、生徒に多様な選択肢を提供していきたい。このことで、生徒が自己実現

に向けた目標を明確にし、積極的に行動できるよう支援したい。今後も、すべての児童生徒

が自分らしさを大切にしながら成長することを学校や関係機関との連携を強化しサポート

していく。 

○ いじめ問題に対しては、各学校の組織力を高めて、未然防止や早期解決に向けて取り組ん

できた。また、関係機関との連携を強化し、児童生徒や保護者とのコミュニケーションもて

いねいに行ってきた。市全体としてのいじめ認知は少ないものの、いじめは絶対に許されな

いとの考えで取り組んでいる。今後も教職員の意識をさらに高め、未然防止と早期解決を目

指したい。また、中学生の不登校の増加傾向には、保護者や関係機関と連携して支援を充実

させていきたい。 

○ いじめ問題は重要な課題と位置づけており、相談を受け付ける専門窓口を設けている。窓

口である教育支援室では、いじめ対策に効果的に取り組めるよう各学校に指導やアドバイス

を行っている。学校や外部機関ともしっかり連携し、いじめ問題への対応を共有している。

また、不登校の子どもたちに対しても積極的に支援を行い、彼らの学校復帰や社会的自立を

後押ししている。教育委員会としては、保護者の心の声も大切にし、話をじっくりと聞き、

心のサポートも行っており、児童生徒がより安心して学校生活を送れるよう取り組んでい

る。 

○ 人権・同和教育については、多くの研修を通じて、人権尊重の教育方針を確立しており、

積極的に各種研修やセミナーへの参加を推進している。特に、部落差別の解消やインターネ

ットにおける人権侵害への対応など、様々な人権問題についての理解を深め、実践の場に落

とし込む努力を行っている。また、保護者や地域住民への啓発活動にも力を入れ、人権尊重

の意識の高揚を目指している。学校と地域が一体となり、人権を尊重する教育の充実を図る

という方針を継続し、更なる発展を目指していきたい。 

○ 特別支援教育の充実を目指し、ユニバーサルデザインを取り入れた授業づくりの研修を推

進してきた。特別支援教育部会を中心に各児童生徒の教育的ニーズに対応する研究を進め、

交流会や学習発表会を通じて、児童生徒の多様性を尊重している。評価委員の意見を基に、

更なる向上を目指していきたい。 

○ 学校は、地域との連携を強化し、児童生徒の安全確保に尽力している。年度初めには防災
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マニュアルを見直し、非常時の対応を公開。校種間での連携や地域の協力を得て、防災教育

を強化している。通学路の安全は、多角的な視点での点検を行い、必要な箇所の迅速な改善

を進めており、その状況についても公開している。防犯面では、不審者情報の迅速な共有と

通学路の安全確認、下校時の見守り活動を推進している。新型コロナウイルスに対しては、

日常の感染予防対策を徹底し、教職員の危機管理意識を高める活動を実施している。これら

の取組を通じ、児童生徒の安全と教育の質の向上を目指していきたい。 

○ キャリア教育の推進において、特別活動や総合的な学習の時間の指導に対する評価は、教

育委員会の取組が生徒たちの将来に向けた選択肢の幅を広げ、自己実現をサポートしている

ということであると受け止めている。 

 


